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労働基準監督署

給与額および定期支払日の通知書のガイドライン

2011 年 4 月 9 日より、労働法第 195.1 条は、政府機関を除くすべての雇用主に対し、雇用時（勤務

が始まる前）に以下の通知を従業員に与えることを要求しています。

1. 従業員の給与額

2. 従業員に残業規定が適用される場合の残業代

3. 賃金支払の基準（1 時間当たり、シフト当たり、1 週間当たり、出来高単価、手数料など）

4. 雇用主が最低賃金の一部として請求しようとする手当（チップ、食事および宿泊手当を含む

）

5. 通常の給料日

6. 雇用主名および雇用主がビジネスを行うときに使用する名前（DBA）
7. 雇用主の主たる事務所または主たる営業所の物理的住所、および異なる場合は、雇用主の郵

送先住所

8. 雇用主の電話番号

9. 2020 年 10 月 1 日発効 - 該当する場合、公衆衛生法第 3614-c 条に定義された在宅介護補助

者の最低報酬率の給付部分（「在宅介護補助者給付」）。一般的な賃金または同様の要件の

一部として請求される一般的な賃金補助（もしある場合）。

雇用主は、通知を英語と従業員の第一言語で提供しなければなりません。

従業員への認知事項

雇用主は、従業員に対し、英語および従業員の第一言語の書面による通知の受領を確認する陳述書

に署名させる必要があります。従業員はまた、雇用主に対して、第一言語を適切に確認したことを

認める必要があります。雇用主は、署名と日付の入った通知と受領書を 6 年間保管し、その写しを

従業員に提供する必要があります。

通知と承認テンプレート

労働局（DOL）は、中国語、ハイチ・クレオール語、韓国語、ポーランド語、ロシア語、スペイン

語の二か国語版を含む、いくつかの一般的な種類の賃金協定のテンプレートを作成しました。当局

が作成したテンプレートには、従業員の受領確認セクションが含まれています。テンプレートは、

当局のウェブサイト www.labor.ny.gov およびハードコピーで入手できます。 
労働局が特定の言語のテンプレートを使用可能にしていない場合、雇用主はその従業員に対して英

語のみで通知を行うことができます。

雇用主は、DOL が作成・準備したテンプレートが誤っていた場合に罰せられることはありません。 
当局は、雇用主通知が要件を満たさない場合には、今後、DOL 様式の使用を要求する権利を留保し

ます。

LS 53 の指示： NYS 労働法第 195.1 条に基づく給与額、給料日および従業員確認通知のテンプレー

トを参照して、特定の給与契約に適したテンプレートを検索してください。

http://www.labor.ny.gov/
http://www.labor.ny.gov/
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残業代

ほとんどの従業員は、1 週間の労働時間が 40 時間を超えるすべての時間に対して、通常の給与の

1.5 倍の残業代を受け取るものとします。連邦公正労働基準法の下で残業を免除されているいくつか

の職業では、ニューヨーク州労働法により、従業員には残業時間に対して最低時給の 1.5 倍以上の

賃金が支払われることが義務付けられています。いくつかの職業は、州法と連邦法の両方の残業手

当の規定から免除されています。2020 年 1 月 1 日現在、農業の雇用主は、週に 60 時間を超えて働

いたすべての時間に対して、通常の料金の 1.5 倍を支払う必要があります。 

休日残業

農業の雇用主は、休日に労働したすべての時間に対して、通常の賃金の 1.5 倍を支払わなければな

りません。家内労働者の雇用主は、休日に労働したすべての時間に対して、通常の賃金の 1.5 倍を

支払わなければなりません。

免除される従業員

免除される従業員への通知には、適用される特定の免除を記載することができます。

給料日

通常の給料日は、肉体労働者については少なくとも週 1 回、事務職その他の労働者については少な

くとも月 2 回、委託販売員については少なくとも月 1 回でなければなりません。 

その他通知に関する義務

次の種類の従業員については、労働法および/または規則によって要求される追加の通知規定がありま

す。詳細については、以下のセクションを参照してください。

• 委託販売員（191.1c）
• 農場の従業員（190-6.1）
• ホスピタリティ業界の従業員（146-2.2）
• ホームケアエイド（195）
• 実勢賃金の従業員（195 & 220）

人材派遣会社

当局は、人材派遣会社（LS 50）が使用するための通知フォームと個別のガイドラインを作成しま

した。これは、当局のウェブサイトまたはハードコピーで入手できます。これらのガイドラインお

よび様式の使用は、労働法第 916.5 条の「人材派遣会社」という用語の定義を満たす雇用主に厳密

に限定されます。
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詳細または支援については、最寄りの NYS 労働局労働基準監督署にお問い合わせいただくか、当

社のウェブサイト www.labor.ny.gov をご覧ください。 

オールバニー地域

州庁舎キャンパス
Bldg. 12, Room 185A 
Albany, NY 12226 
(518) 457-2730

バッファロー地域
290 Main Street 
Room 226 
Buffalo, NY 14202 
(716) 847-7141

ニューヨーク市地域
55 Hanson Place 
11th Floor 
Brooklyn, NY 11217 
(212) 775-3880

ガーデンシティ地域
400 Oak Street 
Suite 102 
Garden City, NY 11530 
(516) 794-8195

ロチェスター地域事務所
276 Waring Road 
Room 104 
Rochester, NY 14609 
(585) 258-4550

シラキュース地域
333 East Washington St. 
Room 121 
Syracuse, NY 13202 
(315) 428-4057

ホワイトプレインズ地域
120 Bloomingdale Road 
White Plains, NY 10605  
(914) 997-9521

ブロンクス地域
55 Hanson Place 
11th Floor 
Brooklyn, NY 11217 
(212) 775-3719

http://www.labor.ny.gov/
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